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エンジン車と比べてバッテリー車は 
こんなに優れています。 

エンジン車と比べてバッテリー車は 
こんなに優れています。 

!
人にも商品にも環境にも優しい！ 

バッテリー車 エンジン車 
蘆排気ガスが出ない。 
蘆振動が少ない。 

蘆排気ガス（CO2/NOX）
が発生し、商品に臭いや
粉塵が付着する。 
蘆振動が大きい。 

操作が簡単！  

バッテリー車 エンジン車 
蘆荷役操作はレバー操作
のみで簡単。 
蘆前進⇔後進の時間的な
遅れがない。 

蘆荷役操作時、アクセル操
作も必要で煩雑。 
蘆前進⇔後進の時間的な遅
れがある。 

維持稼働費が安い！ 

バッテリー車 エンジン車 
蘆導入時の費用は高いが、
維持稼働費（電気代等）
は安く、トータルでお得。 

蘆導入時の費用は安いが、
維持稼働費（ガソリン代等）
は高く、トータルで割高。 

低騒音！（当社計測値） 

バッテリー車 エンジン車 
蘆走行音・リフト音とも
静か。 

（走行67dB／リフト62dB） 

蘆走行音・リフト音とも耳
障り。 
（走行88dB／リフト82dB） 

国内バッテリーフォークリフト比率の推移 

＊現在もバッテリー
車の比率は拡大中
です。 

※譖日本産業車両協会調べ
　（2003年度は９月期） 

BF…バッテリー車 

EF…エンジン車 

エンジン車から、 

バッテリー車に替えて大正解 

15年前 
（1988年度） 

10年前 
（1993年度） 

５年前 
（1998年度） 

現　在 
（2003年度） 

BF 
28%

EF 
72%

BF 
33%

EF 
67%

BF 
38%

EF 
62%

BF 
45%

EF 
55%

※ 
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はじめてバッテリーフォークリフトを
お使いのお客様からの声をお届けします。

蘆「トリンカは小回りがしやすく、クラッチ操作がい

らないので足が楽です。」

蘆「ハンドル操作も軽いし振動も少なく、音も静かで

運転しやすい。」

蘆「旋回半径の小さなフォークリフトが必要だったん

ですが、エンジン車ではもう限界だと判断しました。」

蘆「ずっとエンジン車を使っていたが、バッテリー車

も馬力があるなという印象です。」

蘆「導入時の費用が気になったが、結局は維持稼働費

でバッテリー車が勝るという説明も納得がいきまし

た。」

蘆「排気ガスがなくなり、クリーンな作業環境を実現

できました。」

３輪式カウンター
バランス型

バッテリーフォークリフト
「トランサートリンカ」

2t積

カウンターバランス型
バッテリーフォークリフト
「トランサー」

2.5t積

効率のよい生産ラインの構築に、
小回りのきくトリンカが活躍

クリーンなバッテリー車で
工場内環境を改善
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株主のみなさまへ

売上高の構成（単独）

業績の推移（単独・連結）

株主の皆様にはますますご清栄のこととお喜び申しあげます。
平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて当社第103期上期（平成15年４月１日より平成15年9月30日）
の中間決算を行いましたので、その概要をご報告申しあげます。
当中間期における我が国の経済は、株式市場並びに大規模企業
の設備投資に回復のきざしがみえるものの円高ドル安の影響が懸
念されるなど先行き不透明な状況にありました。
このような経済環境下、当社グループはウェアハウス物流機器
部門のトップ企業を目指して、ユーザーの合理化ニーズの高度化、
多様化に応える商品、システムの開発に努め、営業基盤の拡大と
営業・サービス一体化に取り組んでおります。
当中間期の売上高は、産業車両部門では、国内バッテリーフォ
ークリフトが需要の伸び悩み及び販売会社の在庫調整を実施した
結果、残念ながら前年同期比24％の減収、また、輸出も中国では
伸びたものの国内同様、販売会社の在庫調整により10％の減収と
なり、産業車両部門全体では前年同期比20％の減収となりました。
物流システム部門では、中規模企業の設備投資が低調であった
影響を受け、前年同期比14％の減収となり、販売部品部門は前年
同期比６％の増収となりました。
その結果、売上高合計は158億８千４百万円と前年同期比14％

の減収となりました。
一方損益面では、設計段階からのコストダウンや経費節減等に
努めましたが、売上高の減少等により６千３百万円の経常損失と
なり、また当期利益は有価証券売却益の計上により１千７百万円
となりました。
当下期につきましては新商品の開発やコスト競争力の強化など
の一連の経営方針を遂行し、また、レンタル販売の増加に対応す
ると共に、キャッシュフローを重視した経営管理を実施して、
｢企業体質の改善｣による競争力の強化に努め、業績向上に邁進す
る所存であります。
株主の皆様には何卒変わらぬご支援を賜りますようお願い申し
あげます。
平成15年11月

平成15年４月１日から平成15年９月30日まで

取締役社長 宮　川　良　男

売上高および経常利益 
単独売上高 単独経常利益 連結売上高 連結経常利益 

第100期 第101期 第102期 第103期 
中間 

第100期 第101期 第102期 第103期 
中間 

単位：百万円 

35,33835,345

2,195

240

35,139

1,814 （700） 
△63

49,570

24,927

（51,000） 51,518

2,277

△246

49,600

918

（2,000） 
 1,199

15,884

（32,800） 

合計 15,884百万円〔うち輸出 1,808百万円（11％）〕

物流システム 
2,794百万円 
（18％） 販売部品   

3,771百万円   
（24％） 

その他   
404百万円   
（2％） 

産業車両 8,915百万円 
（56％） 

※（ ）内の数値は、通期業績予想値です。
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連結中間貸借対照表

少 数 株 主 持 分 123

負 債 合 計 36,461

（平成15年９月30日現在）
（単位：百万円）

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

流 動 資 産

固 定 資 産

流 動 負 債

固 定 負 債

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
土地再評価差額金
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金
為替換算調整勘定
自 己 株 式

現金及び預金

受取手形及び売掛金

た な 卸 資 産

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

建物・構築物

機械装置及び運搬具

リ ー ス 車 両

土 地

そ の 他

投資有価証券

長 期 貸 付 金

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
一年以内に返済
する長期借入金
未払金・未払費用
未 払 税 金
賞 与 引 当 金
設備支払手形
そ の 他

長 期 借 入 金
退職給付引当金
役員退職給与引当金
そ の 他

（有形固定資産）

（無形固定資産）

（投資その他の資産）

19,302

1 , 544

13 , 330

3 , 294

642

541

△ 51

21,576

（14 ,909）

4 ,879

4 , 144

1 , 230

4 , 030

623

（99）

（6 ,567）

3 ,690

8

2 , 309

616

△ 57

24,370
10 , 582
8 , 992

1 , 214

1 , 271
896
942
96
374

12,091
5 , 026
6 , 893
164
6

1,780
189
2,039
104

513

△ 281
△ 51

資 産 合 計 40,879 負債・少数株主持分及び資本合計

資 本 合 計 4,294

40,879

資 産 の 部 負 債 の 部

資　　本　　の　　部

連結中間損益計算書
（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）

（単位：百万円）

売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
営 業 利 益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用
経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益
法人税・住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益
中 間 純 利 益

24 , 927
18 , 716
6 , 211
5 , 169
1,042
266
108

1,199
168
20

1,348
271
266
4

805

科　　　　　　目 金　　　　　　額
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単独中間貸借対照表

単独中間損益計算書
（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）

（単位：百万円）

売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
営 業 損 失
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用
経 常 損 失
特 別 利 益
特 別 損 失
税 引 前 中 間 純 利 益
法人税・住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
中 間 純 利 益
前 期 繰 越 利 益
中 間 未 処 分 利 益

15 , 884
12 , 569
3 , 315
3 , 405
90
124
97
63
116
13
39
34

△ 12
17

3 , 267
3,284

科　　　　　　目 金　　　　　　額

負 債 合 計 31,552

（平成15年９月30日現在）
（単位：百万円）

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

流 動 資 産

固 定 資 産

流 動 負 債

固 定 負 債

資 本 金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金
自 己 株 式

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金
買換資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
中間未処分利益

現金及び預金

受 取 手 形

売 掛 金

た な 卸 資 産

繰延税金資産

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

建物・構築物

機械及び装置

土 地

そ の 他

投資有価証券

子 会 社 株 式

子会社出資金

長 期 貸 付 金

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
一年以内に返済
する長期借入金
未払金・未払費用
未 払 税 金
賞 与 引 当 金
設備支払手形
そ の 他

長 期 借 入 金
退職給付引当金
役員退職給与引当金
そ の 他

（有形固定資産）

（無形固定資産）

（投資その他の資産）

20,882

144

2 , 173

11 , 930

1 , 427

1 , 259

6 , 032

395

△2 ,482

17,467

（7,429）

3 ,186

2 , 205

1 , 421

615

（5）

（10 , 031）

3 ,320

786

824

3 , 037

2 , 002

66

△ 6

20,578
2 , 135
5 , 964
8 , 420

1 , 132

1 , 114
693
404
93
620

10,974
4 , 911
5 , 894
164
3

1,780
189
189

4,388
440
333
330
3 , 284

489

△ 50

資 産 合 計 38,349 負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 合 計 6,796

38,349

資 産 の 部 負 債 の 部

資　　本　　の　　部
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簡単、安価で手軽に導入できる 
物流情報管理システムが登場。 

経験・カン・記憶ではなく、IT（情報技術）を駆使した 
物流管理の最適な解決策。 

システム構成（参考事例） 

IT物流の即戦力！ 
ロジスティックナビゲーションシステム®

（無線LAN） 

倉  庫  

事 務所  
● 1

● 3

● 4

● 2

● 5

無線対応は、 
オプションです 

入荷・入庫作業のミスがなくなる 
入庫したその場で、入荷日、製造ロット、賞味期限を記録。保管位置別の在庫
管理もバッチリです。 

出荷・出庫作業のミスが確実に防げる 
保管位置と品物のダブルチェックで、経験的判断によるうっかりミスを防ぎます。
先入れ先出しも万全。 

庫内移動データの管理が楽になる 
移動し終わったらその場で移動記録が更新できるため、記憶に頼らない正確な
在庫管理が可能になります。 

棚卸し作業時間を短縮できる 
保管位置と品物をバーコードで読みとるだけで、実在庫との差異リストが作成で
きます。 

 

EDI（電子データ交換）、SCM（サプライ・チェーン・マネージメント）
に即対応します。 

酒販法改正（販売自由化）に伴う、特に酒類卸業のお客様向け
の出荷検品システムです。 

新　　製　　品
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株　主　メ　モ

決　　算　　期
基　　準　　日

公告掲載新聞
名義書換代理人
同事務取扱場所

同 取 次 所

定時株主総会
開 催 時 期３月31日　　　　　　　　　　　　　毎年６月

定時株主総会 ３月31日　 利益配当金 ３月31日
（その他必要のある場合には、あらかじめ公告します。）
京都新聞・日本経済新聞
中央三井信託銀行株式会社
〒541-0041 大阪市中央区北浜２丁目２番21号
中央三井信託銀行（株）大阪支店証券代行部
電話 06－6202－7361

中央三井信託銀行（株）本店・全国各支店
日本証券代行（株）本店・全国各支店

会社の概況
（平成15年９月30日現在）

販売子会社
●国　内
北海道ニチユ（株） 北日本ニチユ（株） ニチユ茨　城（株）
東　京ニチユ（株） 千　葉ニチユ（株） 埼　玉ニチユ（株）
信　越ニチユ（株） 中　部ニチユ（株） 北　陸ニチユ（株）
京　滋ニチユ（株） 大　阪ニチユ（株） 兵　庫ニチユ（株）
中　国ニチユ（株） 四　国ニチユ（株） 九　州ニチユ（株）

●海　外
NICHIYU AUSTRALIA PTY. LTD.
NICHIYU ASIA PTE. LTD.
NICHIYU EUROPE B. V.
NICHIYU FORKLIFT（SHANGHAI）CO., LTD.
NICHIYU FORKLIFT（SHENZHEN）CO., LTD.
NICHIYU ASIA（M）SDN. BHD.
NICHIYU SINGAPORE PTE. LTD.

社　　　名 日本輸送機株式会社（NIPPON YUSOKI CO., LTD.）
ホームページ　http://www.nichiyunet.co.jp/

創立年月日 昭和12年８月４日
資　本　金 1,780,000,000円
代　表　者 取締役社長　宮川良男

事　業　所
本　　　社 〒617- 京都府長岡京市東神足２丁目１番１号
京都事業所 8585 ＴＥＬ075－951－7171

滋賀事業所 〒521- 滋賀県蒲生郡安土町西老蘇８－１
1334 ＴＥＬ0748－46－5511

東 京 支 店 〒141- 東京都品川区大崎１丁目６番１号
0032 大崎ニューシティ１号館 ＴＥＬ03－3779－5601

東 京 配 車 〒345- 埼玉県北葛飾郡杉戸町大字本郷字東中576
セ ン タ ー 0023 ＴＥＬ0480－32－3215


